
中東・欧州
地域別概況

2023年度
事業規模合計

4,866.14億円

地域事業規模

食料キットの配布を受ける
ガザ地区に暮らす家族
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中東地域では、「アラブの春」後の混迷
が依然続いています。イエメンやシリア
での内戦の長期化、シリア周辺国での難
民の固定化、気候変動による水不足の
深刻化など、複合的な危機が顕在化し
ています。また、2023年10月に発生し
たパレスチナ・ガザ地区での武力衝突に
より、同地区で甚大な被害が生じ、周辺
地域への影響が懸念されています。
　欧州地域では、ロシアのウクライナ侵
略がウクライナと周辺国に重大な影響を
与えています。また、2023年2月にトル
コおよびシリアを襲った地震が両国の住
民や周辺国からの難民に大きな影響を
及ぼしており、早期の復興が課題です。

迅速で中長期的な協力を目指して   

　こうした背景の下、2023年度は、「複
合的危機に対応する戦略的支援の遂行」
と、「日本の開発経験や日本らしさの共
有の推進」を柱に、迅速かつ中長期的な

視点で協力を展開しました。
中東地域では、ガザでの武力衝突を受
け、ガザ地区向けにテント、毛布、医療
用消耗品、食料キットなどの物資を供与
しました。イラクの石油精製事業の継続
に加え、チュニジアでは給水分野での協
力を進め、エジプトでは国民生活の基盤
となるカイロ市の地下鉄整備を推進しま
した。また、複数の国で、重要な収入源
である観光の振興にも協力しました。
　欧州地域では、ウクライナに対する地
雷・不発弾対策や民間投資促進などの緊
急復旧・経済復興協力を行いました。ト
ルコでは震災復興計画策定やインフラ
復旧、中小企業支援に取り組み、西バル
カンでは質の高い成長に向け、起業家
のための環境整備に協力しました。
そのほか、域内７カ国でJICAチェアを
実施、知日派・親日派の育成に貢献しま
した。さらに、ウクライナやトルコと東北
地方の関係者をつなぎ、東日本大震災の
復興経験を学ぶ機会を提供しました。  

2つの紛争と混迷する地域情勢

134.86億円

3,968.58億円

762.70億円

（注1）JICAの事業規模とは、2023年度に
おける技術協力（研修員＋専門家＋調
査団＋機材供与＋青年海外協力隊／
海外協力隊＋その他海外協力隊＋その
他経費）、有償資金協力（承諾額）、無
償資金協力（新規G/A締結額）の総額。

（注2）複数国・地域にまたがるもの、および
国際機関に対する協力実績を除く。

（注3）四捨五入の関係上、合計が一致しな
いことがあります。

技術協力

有償資金協力

無償資金協力
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Global Agenda 08    教育

卒業・修了生が各国で活躍しています

E-JUSTはエジプト随一の研究レベルを誇
る大学に成長しました。日本式教育を受け
た学生たちはアフリカ各国で教員・研究員
として活躍するなど、大きな成果を収めて
います。日本とアフリカの学術的なハブと
なるべく、さらなる国際化の推進に協力し
ています。  

エジプト第二の都市アレクサンドリア近郊に位置するキャンパスには14カ国3,665人
の学生が在籍している（2024年3月現在）

学生に指導する九州大学の浅野種正教授
JICA専門家
岡野貴誠さん

エジプト エジプト日本科学技術大学（E-JUST：Egypt-Japan University of Science and Technology）プロジェクト

砂漠にゼロから築いた大学
エジプトの科学技術人材を育成するため、同国政府

より研究室制度の導入、少人数のゼミ教育や実践的な
実習授業といった日本式の工学教育を実践する大学の
設立要請を受け、JICAは2008年にプロジェクトを開
始しました。東京工業大学、九州大学、早稲田大学、
京都大学など12の大学でコンソーシアムを結成し、教
員派遣やカリキュラム開発などに協力。2010年2月に
エジプト日本科学技術大学（E-JUST）が開校しました。
「アラブの春」と呼ばれる社会の動乱などを乗り越え
ながら、アフリカからの留学生も受け入れ、学部の開講、
新キャンパスの建設などを進め、現在では約3,700人の
学部生と大学院生が学ぶ総合大学へと成長しました。  

世界的な大学ランキングで高い評価
E-JUSTは2014年以降、教員一人当たりの論文執
筆数でエジプト国内トップを維持しています。また、研
究内容、教育環境、国際性などを総合的に評価する
「THE世界大学ランキング（2023年版）」では、エジプ
トで1位、アフリカ大陸で7位に入っています。
一方、大学の規模が拡大するなかで、教育と研究の
質の維持や国際化の推進など新たな課題も生まれてい

ます。こうした課題に対し、日本の大学との共同研究や
共同ゼミのほか、外部資金も活用したさまざまな学生交
流事業を展開しています。また、同窓会活動の推進、国
内外の学術ネットワークづくりなども進められています。

JICAが長年にわたり協力しているケニアのジョモ・
ケニヤッタ農工大学とE-JUSTを日本とアフリカをつな
ぐ拠点大学とする「日本・アフリカ拠点大学ネットワーク
構想」も進めています。JICAは、両校を中心とした学
術ネットワークを構築して知識を共創し、日本の産官学
との関係強化の拠点とすることを目指しています。

日本式の工学教育で科学技術人材を育成

事例
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破壊された生活を支える機材を供与
　ロシア軍によるウクライナへの侵略は長期化し、収束
のめどは立っていません。しかし大きな被害を受けたイ
ンフラの復旧やがれきの撤去・処理は、戦禍の中で生き
る人々の生活を支えるためにも重要です。

JICAは2023年3月に緊急復旧・復興プロジェクトを
開始し、電力、がれき処理、水供給などの分野で機材
を供与してきました。また、行政官らを日本に招き、視
察や意見交換などを行う招へい事業も行っています。
この一環として、2023年5月には、ウクライナで都市
計画の策定を担う中央省庁・公社および自治体関係者
を日本に招き、第二次世界大戦や阪神・淡路大震災か
らの復興の経験を伝えました。また、2024年2月にも、
地方・国土・インフラ発展省などの中央省庁幹部と地方
自治体の副知事、市長らを招へいしました。

ウクライナの行政官らが東北を訪問
この2024年2月に行なった招へいでは、ウクライナ一
行は宮城県東松島市、女川町、石巻市を訪問。各自治体
の関係者から、コミュニティ再建やがれき処理、産業復
興に関する知見が共有されました。またウクライナ一行
は、原発事故で長期にわたり避難を余儀なくされた福島

県大熊町、双葉町を訪れ、復興と住民の自発的帰還に向
けた施策などをテーマに両者間で意見を交換しました。
ウクライナ側にとって今回の訪問は、政府、地方自治
体、民間企業、住民との協働による町づくり、生活イン
フラの整備と産業基盤の形成、住民の意向を踏まえた復
興計画の策定など、東北の復旧・復興に関する知見や取
り組みを知る機会となりました。参加者からは「ウクライ
ナも住民の帰還が課題であり、東北の取り組みは非常に
参考になった」「復旧・復興計画は、今回の視察を踏まえ
すぐに進めたい」などの感想が寄せられました。

東日本大震災の経験・知見をウクライナへ

双葉町の助言を復興に役立てたい

東北視察では、へルソン市から避難した住
民の帰還促進、都市復興に向けた施策に
ついて多くのヒントが得られました。双葉
町長からは「迅速かつ柔軟な復旧・復興計
画の策定が重要」との知見が共有されまし
た。これら助言を基に、へルソン市の復興
に取り組みたいと思います。

へルソン市副市長
ヴィタリ・ベロブロヴさん

Global Agenda 01    都市・地域開発
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ウクライナ 緊急復旧・復興プロジェクト

復興への熱意を感じました

ウクライナの皆さんとの意見交換を通じ
て、住民の方を避難先から戻し町づくり
を再開するという観点で、ウクライナの
状況と共通する部分があることが分かり
ました。予定の時間をオーバーするほど
熱心に質問をいただき、何としても復興
するんだという熱意を強く感じました。

双葉町長
伊澤史朗さん

2024年2月に招へい事業で来日したウクライナの行政関係者は、福島県双葉町を訪れ
住民の帰還や町の復興などについて意見を交換した

事例
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